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【概要版】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29年 1月 

香 川 県  
 



 
1 

 

香川県では、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、また、

貧困が世代を超えて連鎖することのないよう、教育の支援、生活の支援、保護者に対する就労の支

援、経済的支援を施策の４つの基本方向として、平成 27年 8月に「香川県子どもの貧困対策推進計

画」を策定しました。 

この計画に基づいて子どもの貧困対策を総合的に推進するにあたり、県内の子どもの生活状況、

貧困実態を把握するとともに、支援制度の利用状況や問題点を明らかにし、より効果的な支援のあ

り方について検討するため、平成 28年 9月に「香川県子どもの未来応援アンケート調査」を実施し

ました。 

 

 

 

調査の概要 

 保護者に対する調査 

   調査対象：県内の小学 1年生、小学 5年生、中学 2年生の保護者 6,658名 

        （各学年の児童・生徒数の 25％を抽出） 

   調査時期：平成 28年 9月 7日～9月 23日 

   調査方法：住民基本台帳を基に無作為抽出 郵送による配付・回収 

   回答状況：有効回答数 3,478件（有効回答率 52.2%） 

   調査内容：１ 子どもの生活状況について 

２ 学習環境等について 

３ 世帯の状況について 

４ 支援制度の利用状況・相談状況等について 

 

 相談・支援機関に対する調査 

   調査対象：子どもや保護者の相談・支援に携わる機関 120機関 

        保育所・幼稚園、スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー、 

        教育支援機関、高等学校（定時制・通信制）、母子・父子自立支援員、 

        福祉事務所、児童相談所、児童福祉施設、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、 

        NPO法人 

   調査時期：平成 28年 9月 2日～9月 28日 

   調査方法：郵送による配付・回収 

   回答状況：有効回答数 100件（有効回答率 83.3%） 

   調査内容：１ 相談状況について 

２ 相談の背景に貧困を伴うと考えられる案件について 

３ 背景に貧困を伴うと考えられる案件のうち、子どものいる世帯について 

４ 子どもの貧困対策にかかる支援制度について 

５ 背景に貧困を伴うと考えられる案件のうち、子どものいる世帯の具体的事例に

ついて 
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非生活困難

世帯

85.0%

生活困難世帯

10.6%

不明

4.4%

（n=3,478）

90.4

59.4

93.2

53.4

77.3

54.1

6.8

38.6

6.8

44.2

12.5

29.7

2.8

2.0

2.4

10.2

16.2

夫婦と子のみの世帯（n=2,595）

ひとり親と子のみの世帯（n=293）

父子世帯（n=  44）

母子世帯（n=249）

三世代世帯（n=538）

その他の世帯（n=37）

保護者に対する調査 

本調査では、世帯の経済状況等に応じた詳細な分析を行うため、回答者を「生活困難世帯」、「非

生活困難世帯」の 2区分に分けて、集計・分析を行っています。 

 

 「生活困難世帯」の定義 

世帯の年間収入（就労収入のほかすべての収入を含む世帯の年収から、税金等を支払った後のい

わゆる「手取り額」）を基に、世帯人数の平方根で割って調整した額（等価可処分所得）を算出し、

122万円未満の世帯を「生活困難世帯」、122万円以上の世帯を「非生活困難世帯」としました。122

万円は、厚生労働省「平成 25年国民生活基礎調査」において推計された相対的貧困基準、いわゆる

「貧困線」です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の調査では、全体（3,478世帯）のうち、「非生活困難世帯」が 85.0％（2,956世帯）、 

「生活困難世帯」が 10.6％（368世帯）でした。 

 

 

 世帯の属性別にみた「生活困難」の状況 

世帯の属性別に「非生活困難世帯」、「生活困難世帯」の割合をみると、次のようになります。 

  家族構成別                   非生活困難世帯         生活困難世帯 不明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家族構成別に「生活困難世帯」の割合をみると、「夫婦と子のみの世帯」では、6.8％ですが、

「ひとり親と子のみの世帯」では 38.6％、「その他の世帯」では 29.7％と高くなっています。 

さらに、「ひとり親と子のみの世帯」を「父子世帯」、「母子世帯」にわけてみると、「母子世

帯」では 44.2％が「生活困難世帯」となっています。  

単位：% 
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19.0

76.7

90.1

78.7

61.9

19.3

6.6

11.0

19.0

4.1

3.3

10.3

０人（n=21）

１人（n=913）

２人（n=2,228）

３人以上（n=263）

91.0

57.9

65.9

78.1

92.9

44.4

5.4

39.5

31.7

14.5

7.1

50.0

3.6

2.6

2.4

7.4

5.6

正社員・正規職員（n=2,610）

嘱託・契約社員・派遣職員

（n=38）

パート・アルバイト・日雇い

・非常勤職員（n=41）

自営業（専従業者を含む）

（n=420）

その他（n=14）

無職（n=18）

91.2

80.6

84.3

77.8

72.2

84.2

6.3

14.9

12.0

13.9

16.7

9.9

2.5

4.5

3.7

8.3

11.1

5.9

正社員・正規職員（n=944）

嘱託・契約社員・派遣職員

（n=201）

パート・アルバイト・日雇い

・非常勤職員（n=1,365）

自営業（専従業者を含む）

（n=180）

その他（n=36）

無職（n=404）

  世帯内の就労人数別     非生活困難世帯       生活困難世帯           不明 

 

 

 

 

 

 

 

世帯内の就労人数別に「生活困難世帯」の割合をみると、就労人数が「0人」の世帯では 61.9％、

「１人」の世帯では 19.3％となっています。 

 

 

  父親（または父親に代わる方）の就労状況別    非生活困難世帯        生活困難世帯 不明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  母親（または母親に代わる方）の就労状況別   非生活困難世帯         生活困難世帯 不明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

父親（または父親に代わる方）の就労状況別に「生活困難世帯」の割合をみると、「無職」で

50.0％と最も高く、次いで「嘱託・契約社員・派遣職員」（39.5％）、「パート・アルバイト・日

雇い・非常勤職員」（31.7％）です。一方、「正社員・正規職員」では 5.4％となっており、その

割合に差がみられます。 

母親（または母親に代わる方）の就労状況別では、父親（または父親に代わる方）の就労状

況別ほどの差はみられません。  
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正社員・

正規職員

38.3%

嘱託・契約社員・

派遣職員

4.1%パート・アルバイト・

日雇・非常勤職員

3.5%

自営業（専従業

者を含む）

16.6%

無職

2.4%

無回答

34.8%

０ 人

3.5%

１ 人

47.8%
２ 人

39.7%

３ 人以上

7.9%

無回答

1.1%

１ 人

25.3%

２人

38.0%

３人

26.4%

４人以上

10.3%

全 体

生活困難世帯

1.8

1.5

2.3

2.9

3.9

6.8

14.7

18.9

15.7

10.5

7.6

3.5

2.8

4.1

2.8

1.8

1.4

2.3

2.0

2.2

0.9

５０万円未満

５０～１００万円未満

１００～１５０万円未満

１５０～２００万円未満

２００～２５０万円未満

２５０～３００万円未満

３００～４００万円未満

４００～５００万円未満

５００～６００万円未満

６００～７００万円未満

７００～８００万円未満

８００～９００万円未満

９００～１０００万円未満

１０００万円以上

無回答

夫婦と子のみ

の世帯

48.1%
ひとり親と子

のみの世帯

30.7%

三世代

世帯

18.2%

その他の

世帯

3.0%

正社員・

正規職員

16.0%

嘱託・契約社

員・派遣職員

8.2%

パート・アルバイト・

日雇・非常勤職員

44.6%

自営業6.8%

その他

1.6% 無職

10.9%

無回答

12.0%

５０万円未満

17.1%

５０～１００

万円未満

13.6%

１００～１５０

万円未満

21.5%

１５０～２００

万円未満

18.5%

２００～２５０

万円未満

20.4%

２５０～３００

万円未満

8.7%

３００～４００

万円未満

0.3%

 「生活困難世帯」の属性と収入の状況 

「生活困難世帯」（368世帯）の属性を分析すると、次のようになります。 

   家族構成            子どもの人数         世帯内の就労人数  

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   父親（または父親に代わる方）の就労状況     母親（または母親に代わる方）の就労状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「夫婦と子のみの世帯」（48.1％）が約半数を占めています。 

また世帯内就労人数が「2人以上」の場合や父親・母親（または父親・母親に代わる方）が「正

社員・正規職員」の場合も一定割合認められます。 

 

「生活困難世帯」（368世帯）の収入状況及び回答者全体に対しての分布は、次のとおりです。 

   収入の状況                収入の状況（全体に対しての分布）  

 

  

（n=3,478） 単位：% 
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96.1

92.7

2.7

4.6

1.1

2.7

43.2

33.2

52.5

55.7

3.6

9.5

0.7

1.6

72.3

54.9

27.5

44.8

93.3

88.9

4.5

7.1

2.1

4.1

97.1

97.8

2.2

1.9

79.5

68.8

8.8

10.6

3.0

4.1

8.5

16.6

0.2

0.5

11.6

31.5

1.7

1.9

12.9

18.2

6.0

4.9

67.1

42.7

 非生活困難世帯と生活困難世帯の比較 

  1週間のうち、朝食を用意する頻度  

                        毎日            6～5日 4日以下     

 

 

 

 

  1週間のうち、夕食を用意する頻度  

                        毎日             6～5日 

 

 

 

 

  1週間のうち、子どもだけで夕食を食べる頻度  

                     ない          1～2日 3～4日 5日以上   

 

 

 

 

  1週間のうち、お風呂に入る頻度  

                   毎日            6～5日  4日以下 

 

 

 

 

  むし歯の状況               すべて治療中      未治療の  わからない 

             ない       または治療済み     むし歯あり     

 

 

 

 

  学習塾・習い事  

                   通っている         通っていない 

 

 

 

 

  将来どの学校まで進学させたいか  

           高等学校  専門学校 

         中学校  高専  短期大学    大学または大学院 

 

 

 

「未治療のむし歯あり」 

又は「わからない」 

 非生活困難世帯 4.3％ 

 生活困難世帯 11.1％ 

「週に 4日以下」 

 非生活困難世帯 1.1％ 

 生活困難世帯  2.7％ 

非生活困難世帯 
（n=2,956） 

生活困難世帯 
（n=368） 

「週に 4日以下」 

非生活困難世帯  2.1％ 

生活困難世帯   4.1％ 

「週に 5日以上」 

 非生活困難世帯 8.5％ 

 生活困難世帯 16.6％ 

非生活困難世帯 
（n=2,956） 

生活困難世帯 
（n=368） 

非生活困難世帯 
（n=2,956） 

生活困難世帯 
（n=368） 

「通っていない」 

 非生活困難世帯 27.5％ 

 生活困難世帯 44.8％ 

非生活困難世帯 
（n=2,956） 

生活困難世帯 
（n=368） 

非生活困難世帯 
（n=2,956） 

生活困難世帯 
（n=368） 

「大学または大学院」 

 非生活困難世帯 67.1％ 

 生活困難世帯 42.7％ 

非生活困難世帯 
（n=2,956） 

生活困難世帯 
（n=368） 

非生活困難世帯 
（n=2,956） 

生活困難世帯 
（n=368） 

（単位：%） 



 
6 

全  
体

子

ど

も

に

対

す

る

し

つ

け 生

活

習

慣

（
あ

い

さ

つ

、

規

則

正

し

い

生

活

な

ど

）

子

ど

も

が

勉

強

し

な

い

ま

た

は

成

績

が

悪

い

子

ど

も

の

進

学

、
受

験

子

ど

も

の

将

来

の

就

職

子

ど

も

の

友

人

関

係

子

ど

も

の

教

育

費

子

ど

も

の

身

体

の

発

育

や

病

気

、
健

康

状

態

子

ど

も

の

非

行

や

問

題

行

動

子

ど

も

に

十

分

な

食

事

や

栄

養

を

与

え

る

こ

と

が

で

き

な

い

家

族

が

子

育

て

に

あ

ま

り

協

力

し

て

く

れ

な

い

家

族

と

子

育

て

の

こ

と

で

意

見

が

合

わ

な

い

子

ど

も

の

こ

と

で

、
相

談

す

る

相

手

が

い

な

い

そ

の

他

悩

み

は

な

い

無

回

答

3478 1425 870 826 1529 1164 977 1416 568 272 48 107 138 77 162 301 18

100.0 41.0 25.0 23.7 44.0 33.5 28.1 40.7 16.3 7.8 1.4 3.1 4.0 2.2 4.7 8.7 0.5

2956 1216 746 678 1295 980 834 1177 468 228 25 90 117 49 138 257 10

100.0 41.1 25.2 22.9 43.8 33.2 28.2 39.8 15.8 7.7 0.8 3.0 4.0 1.7 4.7 8.7 0.3

368 144 88 115 171 136 102 195 75 34 22 12 16 22 18 24 1

100.0 39.1 23.9 31.3 46.5 37.0 27.7 53.0 20.4 9.2 6.0 3.3 4.3 6.0 4.9 6.5 0.3

生

活

困

難

状

況

別

非生活困難世帯

生活困難世帯

上段／回答数（件）

下段／構成比（％）

全  体

全  
体

家

族

、
親

族

友

人

、
知

人

、
職

場

関

係

者

幼

稚

園

や

保

育

所

等

の

先

生

、
学

校

の

先

生

や

ス

ク
ー

ル

カ

ウ

ン

セ

ラ
ー

等

地

域

の

民

生

委

員

、
児

童

委

員

、
児

童

館

等

市

役

所

、
町

役

場

、
福

祉

事

務

所

、
児

童

相

談

所

の

相

談

窓

口

民

間

団

体

や

ボ

ラ

ン

テ

ィ
ア

、
電

話

相

談

医

療

機

関

の

医

師

や

看

護

師

イ

ン

タ
ー

ネ

ッ
ト

の

サ

イ

ト

そ

の

他

誰

に

も

相

談

し

た

く

な

い 無

回

答

3478 3116 2575 1310 41 161 48 283 295 29 56 10

100.0 89.6 74.0 37.7 1.2 4.6 1.4 8.1 8.5 0.8 1.6 0.3

2956 2688 2215 1132 33 122 39 242 241 23 36 3

100.0 90.9 74.9 38.3 1.1 4.1 1.3 8.2 8.2 0.8 1.2 0.1

368 294 260 118 7 31 4 31 39 5 16 1

100.0 79.9 70.7 32.1 1.9 8.4 1.1 8.4 10.6 1.4 4.3 0.3

生

活

困

難

状

況

別

非生活困難 世帯

生活困難 世帯

上段／回答数（件）

下段／構成比（％）

全  体

 子育てをするうえで、不安に感じていることや悩んでいること 

 （上位 3項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活困難状況別にみると、上位 3 項目は同じですが、その順位に差がみられます。生活困難世

帯では「子どもの教育費」が第 1位（53.0%）です。 

また、「子どもが勉強しないまたは成績が悪い」、「子どもの身体の発育や病気、健康状態」、「子

どもに十分な食事や栄養を与えることができない」、「子どものことで相談する相手がいない」と

いった悩みを抱えている人の割合は、非生活困難世帯に比べ生活困難世帯で高くなっています。 

 

 子育ての不安や悩みの相談先 

（上位 3項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不安や悩みの相談先は、「家族・親族」、「友人、知人、職場関係者」といった身近な人たちで

あり、公的相談機関や民間の相談窓口を選択した人は、上位 3項目に比べると低い割合でした。 

加えて、生活困難世帯では、「家族、親族」などの身近な人たちに相談する割合自体が非生活

困難世帯に比べて低くなっており、「誰にも相談したくない」割合は、非生活困難世帯より高く

なっています。 

家族、親族           89.6％ 

友人、知人、職場関係者     74.0％ 

幼稚園や保育所等の先生、学校の先生や 

スクールカウンセラー等       37.7％ 

※太字は上位 3項目 

※太字は上位 3項目 

子どもの進学、受験       44.0％ 

子どもに対するしつけ      41.0％ 

子どもの教育費         40.7％ 
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75.2

45.1

33.8

27.3

23.8

子どもの就学にかかる費用が軽減されること

子どものことや生活のことなど、

悩みごとを相談できること

病気や出産、事故などの事情があったとき

に、一時的に子どもを預けられること

病気や障害のことなどについて

専門的な支援を受けられること

就職のための支援が受けられること

91.9

89.0

87.8

86.6

86.0

子どもの医療費助成

保育所や幼稚園の利用料の減額や免除

児童扶養手当や障害・難病の手当

（特別児童扶養手当等）

小中学校の就学援助、就学奨励費、

高等学校の授業料援助

病時や病後の子どもの一時預かり

61.5

46.3

22.0

20.8

15.7

子どもの医療費助成

子どもの一時預かり（放課後児童クラブ、

幼稚園や保育所の延長保育等を含む）

児童扶養手当や障害・難病の手当

（特別児童扶養手当等）

保育所や幼稚園の利用料の減額や免除

小中学校の就学援助、就学奨励費、

高等学校の授業料援助

 子育てに関する制度の利用経験（上位 5項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 子育てに関する制度の満足度（上位 5項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「子どもの医療費助成」及び「保育所や幼稚園の利用料の減額や免除」は利用経験者が多く、

また、満足度も約 90%と高評価の制度です。 

また、「病時や病後の一時預かり」は、利用経験では上位５位までに入っていませんが、利用

者の多い「子どもの一時預かり（放課後児童クラブ、幼稚園や保育所の延長保育等を含む）」に

比べ、満足度が高く、特に生活困難世帯における満足度は 96.3％でした。 

 

 

 子育てをするうえで必要・重要だと思う施策（上位 5項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育てをするうえで、必要・重要だと思う支援については、全体では「子どもの就学にかか

る費用が軽減されること」（75.2％）が最も多く、その割合は突出しています。 

  

（n=3,478） 単位：% 

生活困難世帯における満足度は 96.3% 
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10 

104 

410 

3 

教育等機関（n=39）

福祉機関（n=22）

児童福祉機関（n=4）

地域の相談機関（n=20）

（人）

相談・支援機関に対する調査 

本調査では、調査対象機関を次の区分に分けて集計・分析しています。 

機関区分 相談・支援機関 

教 育 等 機 関 
保育所・幼稚園、スクールカウンセラー・スクールソーシ

ャルワーカー、教育支援機関、高等学校（定時制・通信制） 

福 祉 機 関 福祉事務所（生活保護担当）、母子・父子自立支援員 

児 童 福 祉 機 関 児童相談所、児童福祉施設 

地域の相談機関 民生委員・児童委員、社会福祉協議会、ＮＰＯ法人 

 

 

 子どものいる貧困世帯からの、おおよその相談人数（年平均値） 

子どものいる世帯からの相談人数の年平均値（おおよその数）は次のようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

「児童福祉機関」では、子どもの貧困問題に関与する機会が非常に多くあります。 

 

 世帯が経済的に困窮している要因（上位 5項目） 

 

 

 

 

 

 

世帯が経済的に困窮している主な要因としては、「ひとり親」（65.0％）、「不就労」（60.0％）

「病気」（45.0％）が多く挙げられています。 

 

 多く見られる困難な状況（上位 5項目） 

 

 

 

 

 

 

子どものいる世帯に多く見られる困難な状況については、「学力不足」（59.0％）、「不登校」

（55.0％）が多くなっています。  

ひとり親      65.0％ 

不就労       60.0％ 

病 気       45.0％ 

非正規雇用     39.0％ 

障 害       32.0％ 

学力不足      59.0％ 

不登校       55.0％ 

不衛生       39.0％ 

食育不全      31.0％ 

虐 待       30.0％ 

（n=100） 

（n=100） 
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０人

35.2%

１人

50.5%

２人

12.4%

３人

1.9%

夫婦と子の

みの世帯

15.9%

父子世帯

6.5%

母子世帯

61.7%

三世代世帯

13.1%

その他の世帯

1.9%

無回答

0.9%

正社員・

正規職員

25.0%

嘱託・契約社

員・派遣社員

7.1%

パート・アルバ

イト・日雇い・

非常勤職員

25.0%

自営業（専従

業者を含む）

21.4%

無職

17.9%

無回答

3.6%

正社員・正規職員

3.1%

嘱託・契約社員・

派遣社員4.1%

パート・アルバ

イト・日雇い・

非常勤職員

36.7%

自営業1.0%

その他2.0%

無職

52.0%

無回答

1.0%

 他機関と連携する際の問題点、支援する際の問題点 

他機関と連携する際の問題点及び支援する際の問題点として挙げられたものについて、 

＜情報共有＞ ＜連携体制・役割分担＞ ＜その他支援する側の問題＞ ＜支援を受ける側の問題＞の

4つの区分に分類し、取りまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 具体的事例（107件）について 

背景に貧困を伴うと考えられる案件のうち、子どものいる世帯の具体的事例について、各機関から、

計 107件の具体的事例が挙げられました。それらの世帯状況等については、次のとおりです。 

 

家族構成       世帯内の就労人数    父親（または父親に代わる方）  母親（または母親に代わる方） 

                          の就労状況           の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 具体的事例中に多くみられた子どもに関する困難な状況は、次のとおりです。 

    

   

 

 

それぞれの事例においては、経済的困窮に付随して、非常に多くの困難な状況が重なってい

ることが特徴的でした。 

施策活用後の改善状況において「一定の成果がみられる」とされている事例は、関連機関と

の連携が十分に行われている事例、複数の支援施策を有効に活用している事例がほとんどです。 

経済的に困窮している世帯が抱える複雑な状況を十分に把握したうえで、経済的困窮の背景

にある問題の本質を見抜き、それに対して適切な支援を多方面から継続して行うことが、より

効果的な支援につながるものと思われます。  

＜支援を受ける側の問題＞ 

 保護者の認識や理解が不十分 

 支援の拒否 

 問題の多重化・複雑化 

＜情報共有＞ 

 個人情報の保護との関連で他機関と十分
に情報共有することが困難 

 情報提供を行ったにも関わらず、その後
の状況が知らされない 

＜連携体制・役割分担＞ 

 連携意識が希薄 

 他機関に対する認識や理解が不十分 

 責任の所在が不明確 

 役割分担が難しい 

＜その他支援する側の問題＞ 

 支援施策に精通した人材が必要 

 継続支援が困難 

 

不登校       36件 

虐待・ネグレクト  26件 

学力不足      23件 

食育不全      21件  等 

（n=28） 
（n=107） 

（n=98） 
（n=107） 
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生活困難世帯の支援に向けた分析 

「保護者に対する調査」及び「相談・支援機関に対する調査」の質問のうち、いくつかは質問の

趣旨を同じくしており、比較が可能です。それらの項目について横断的に比較分析を行い、生活

困難世帯を支援する際の問題点や課題について考察を行いました。 

 生活困難世帯の属性と支援の判断について 

 

 

 

 

 

 生活困難世帯と相談・支援機関のつながりについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 生活困難世帯の支援施策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 生活困難世帯の支援に向けて 

 

子どもの貧困対策を総合的に推進し、より効果的な支援を行うにあたっては、個々の支援施策が

一層活用しやすいものとなるよう検討していくことのほか、各機関がそれぞれの役割を明らかにし

て、相互理解と連携意識を深める必要があります。 

今後、主導的役割を果たす機関を中心に、関係する機関がそれぞれ責任を持って役割分担を行い、

相互に連携する支援体制を構築していくことが大きな課題であり、支援体制の構築に向けた具体的

な方向性を明確にする必要があると考えられます。 

 

背景にある貧困問題を的確に捉える

ことの難しさ 支援の必要があると判断されにくい

世帯の存在 

複数の支援施策を多面的に活用する

必要性 

誰にも相談したくない割合、相談した

くてもできなかった経験がある割合

が非生活困難世帯より高い 

経済的困窮を隠そうとして相談がな

されない事例や支援を望まない事例

もあり 

継続して支援することの難しさ 

生活困難世帯は、自ら、適切な相談・

支援機関につながることが困難 

生活困難世帯の属性 

生活困難世帯属性の態様は多種多様 

生活困難世帯の相談の状況 

身近な人たちに相談する割合が非生

活困難世帯より低い 

保護者自身も、不就労、病気、借金と

いった様々な問題 

子どもに関して、学力不足、不登校、

食育不全等 

相互に連携した支援体制の構築 

生活困難世帯の困難な状況 

問題点・課題 

複合的かつ複雑に重なる困難な状況 

情報を共有し、連携して支援することが重要 
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